
Ⅰ 基本情報

〒 - － － － －

Ⅱ 事業

社会福祉法人現況報告書

職業氏名

熊倉　範雄

公表/非公表

年齢

非公表

公表/非公表

非公表

施設名・事業所名

所轄庁

社会福
祉事業

市

主たる事
務所の所

在地

社会福祉法人新潟地区手をつなぐ育成会

代表者

メールアド
レス

ホーム
ページアド

レス

法人名

設立登記
年月日

児
童
福
祉

第
一
種

第
二

００７０

住所

年４月１日現在

平成19年3月27日

０２５

就任年月日

団体役員

tewotunagu2007@yahoo.co.jp

９５１ ８１１６ 新潟市中央区東中通８６－１０４

設立認可
年月日

平成 26

所在地 事業開始
年月日

全ての事
業が同一
施設（敷

地）で実施

実施形態

定員公表/非
公表

種類

００７０２４４ ２４４０２５

各分野の
事業が同
一施設（敷
地）で実施

平成19年3月27日

平成19年3月27日

FAX番号電話番号

障害福祉サービス事業

非公表

非公表

非公表

そ

第
一
種

第
二
種

祉 二
種

障
害
者
福
祉

第
二
種

第
一
種

老
人
福
祉

第
一
種

　福祉事業所　つばさ

　地域活動支援センター石山

　あすなろ福祉園

　福祉事業所　ハーモニー
　共同生活援助　ポルカ
　相談支援センターくろっとり

　青山ファクトリー障害福祉サービス事業

障害福祉サービス事業
特定相談支援事業 非公表

障害福祉サービス事業
障害福祉サービス事業

地域活動支援センター

非公表
非公表
非公表

15

平成１９年4月1日

平成２２年4月1日

平成１９年4月1日

平成２１年4月1日

40

平成２５年4月1日

平成２１年4月1日

平成２６年4月1日

20
○

40
40
8



（ ）

事業規模（定員）

４　日常生活を営むのに支障がある状態の軽減又は悪化の防止に関する事業

９　社会福祉の増進に資する人材の育成・確保に関する事業（社会福祉士・介護福祉士・精神保健福祉士・保育士・コミュニケーション支援者等の養成事業等）

施設名・事業所名 所在地

１　必要な者に対し、相談、情報提供・助言、行政や福祉・保健・医療サービス事業者等との連絡調整を行う等の事業
２　必要な者に対し、入浴、排せつ、食事、外出時の移動、コミュニケーション、スポーツ・文化的活動、就労、住環境の調整等を支援する事業
３　入浴等の支援が必要な者、独力では住居の確保が困難な者等に対し、住居を提供又は確保する事業

種類（番号を記載） 事業開始年月日

７　福祉用具その他の用具又は機器及び住環境に関する情報の収集・整理・提供に関する事業
８　ボランティアの育成に関する事業

１０　社会福祉に関する調査研究等
１１　事業規模要件を満たさないために社会福祉事業に含まれない事業

５　入所施設からの退院・退所を支援する事業

１５　公益的事業を行う団体に事務所等として無償又は実費に近い対価で使用させるために会館等を経営する事業

１３　有料老人ホーム

１６　その他

１４　社会福祉協議会等において、社会福祉協議会活動等に参加する者の福利厚生を図ることを目的として、宿泊所、保養所、食堂等を経営する事業

１２　介護保険法の居宅サービス事業、地域密着型サービス事業、介護予防サービス事業、地域密着型介護予防サービス事業、居宅介護支援事業、介護予防支援事業、介護老人保健施設、

６　子育て支援に関する事業

そ
の
他

種

第
二
種

公益事
業

　　地域支援事業を市町村から受託する事業

（ ）

１　法人の所有する不動産を活用して行う貸ビル
２　駐車場の経営
３　公共的、公共的施設内の売店の経営

（ ）

１　介護保険、障害福祉サービス等における低所得者の利用者負担減免
２　地域の単身高齢者等を対象とした見守り・配食サービス等の実施
３　地域の単身高齢者等を対象とした各種相談事業の実施
４　災害時における各種支援活動の実施

事業規模（定員）施設名・事業所名 所在地 事業開始年月日種類（番号を記載）

４　その他

事業開始年月日 事業規模（定員）

１６　その他

種類（番号を記載） 施設名・事業所名 所在地

収益事
業

その他
の事業



５　貧困・生活困窮者等を対象とした住宅の斡旋、食事提供等の生活支援の実施
６　他法人との連携による人材育成事業

（ ）

Ⅲ 組織

～

～

～ 平成27年3月26日 ○

他の社
会福祉
法人の
役員

その他

社会福
祉事業
の学識
経験者

平成25年12月25日

施設長

平成27年3月26日

新潟医療福祉
大学特任教授

親族

平成25年3月27日

その他

施設整
備又は
運営と
密接に
関連す
る業務

を行う者

地域の
福祉関
係者

資格

支給な
し

７　その他

職員給
与のみ
支給

平成25年3月27日

親族等特殊関係者の有無

理事報
酬・職員
給与とも
に支給

徳田　昭彦

元新潟県障害
者交流センター
所長

理事報酬
（職員と兼務の場合は支給方法）

7 7

理事
会へ
の出
席回
数

役職 氏名 職業 任期
理事報
酬のみ
支給

理事

理事 宮崎　純子

定員 現員

長澤　正樹

理事

理事

新潟大学教育
学部附属特別
支援学校長　新
潟大学教育学
部教授

平成27年3月26日

○

○○

○○ ○ 4

1

4

～

～

～

～
青山ファクトリー
所長　社会福祉
士

平成25年3月27日

平成27年3月26日理事

理事 平成25年3月27日

平成25年3月27日

平成25年3月27日

新潟地区手をつ
なぐ育成会常任
幹事　社会福祉
士

理事

理事

二階堂　由人

熊倉　範雄

中峯　厚子

早津　彦榮
元（福）新潟市
中央福祉会事
務長

新潟地区手をつ
なぐ育成会会長

平成27年3月26日

平成27年3月26日

平成27年3月26日

○

○

○ ○

○

○

○○

○ ○

○○ ○

○ ○ 4

4

4

4



～

～

職業

15 15

氏名

2

評議

現員

小柴　昭彦

淺井　敬一

定員

税理士　（特非）新潟
あさひの会理事

任期

税理士　小柴福祉会
計研究所代表

定員 現員
2

監事

その他

社会福
祉事業
の学識
経験者

地域の
福祉関
係者

その他

施設整
備又は
運営と
密接に
関連す
る業務

を行う者

監事報酬

支給あり 支給なし

理事会
への出
席回数

資格

財務諸表等を監査し得る者

公認会
計士、
税理士

弁護士

会社等
の監査
役、経
理責任
者等

施設整
備又は

○平成25年3月27日

平成25年3月27日

平成27年3月26日

平成27年3月26日 ○

○

資格

○

○ 2

4

親族等特殊関係者の有無

○

～

～

～

～

～

評議
員会
への
出席
回数

3

職員と
の兼務

3
東中野山地区民
生・児童委員

4

2

3

 大橋　道子

 江端　直樹

 松井　建吾

（福）新潟市中央福
祉会常務理事・ワー
クセンター日和山施
設長

黒鳥地区総代

黒埼地区民生委
員・保護司

新潟市社会福祉
協議会副会長

 神丸　二男

 本村　美八留

備又は
運営と
密接に
関連す
る業務

を行う者

理事と
の兼務

その他

他の社
会福祉
法人の
役員

その他

理事の
親族 社会福

祉事業
の学識
経験者

地域の
福祉関
係者

地域の
代表者

施設長
利用者
の家族
の代表

氏名 職業 任期

親族

平成27年3月26日

平成27年3月26日

平成27年3月26日

平成27年3月26日

○

平成25年3月27日

平成25年3月27日

平成25年3月27日

平成25年3月27日

平成25年3月27日 平成27年3月26日

○

○

○

○ ○

○ ○



～

～

～

～

～

～

～

～

～

○平成27年3月26日

平成27年3月26日 ○ ○

新潟地区手をつな
ぐ育成会副会長・新
潟市立東戸区別支
援学校ＰＴＡ会長

0

3

3

4

3

2

新潟地区手をつな
ぐ育成会幹事・あす

元カトウ屋（㈱）代
表取締役

あすなろ福祉園所長

 加藤　哲宏

（㈱）タカヨシ取締
役・（株）新潟ビジネ
スフォーム専務取締
役

田部 雪枝

 髙橋　尚子

評議員

 永井　美鈴

新潟地区手をつな
ぐ育成会副会長・青
山ファクトリー利用
者保護者

平成27年3月26日

平成27年3月26日

平成27年3月26日平成25年3月27日

平成25年3月27日

平成25年3月27日

平成25年3月27日

平成25年3月27日

平成25年3月27日 ○

○

○

○ ○○ ○

○

○ ○ ○平成27年3月26日 山田　伸子

 石見　佐知子

3○

 小林　裕芳
福祉事業所ハー
モニー所長

平成25年3月27日 平成27年3月26日 ○ ○ ○○

 神田　俊子
元新潟地区手をつ
なぐ育成会副会長

平成25年3月27日 平成27年3月26日 ○ ○

 田代　優子

新潟地区手をつな
ぐ育成会副会長・福
祉事業所ハーモ
ニー利用者保護者

平成25年3月27日 平成27年3月26日 ○

3

○ 4○

～

～

有

 共同生活援助　ポルカ 永井　美鈴 平成25年4月1日 有

0

有

平成27年3月26日

平成25年4月1日

平成26年4月1日

0 ０

就任年月日

有平成25年4月1日

○ ○

法令等に定める資格の有無

有

施設 41

常勤専従

 福祉事業所　ハーモニー 小林　裕芳

 相談支援センターくろっとり

 地域活動支援センター石山

1

阿部　美徳

上野　幸治

 あすなろ福祉園

 青山ファクトリー 二階堂　由人 平成25年4月1日

平成25年4月1日

平成19年4月1日

永井　美鈴

非常勤

０

換算数

55

有

有

換算数

2

永井　美鈴

ぐ育成会幹事 す
なろ福祉園利用者
保護者

 田部　雪枝

 木村　以久子

職員

法人本部 3

施設長

常勤兼務

新潟地区手をつな
ぐ育成会幹事・あす
なろ福祉園利用者
保護者

施設名 氏名

 福祉事業所　つばさ

平成25年3月27日

平成25年3月27日 平成27年3月26日

70

○ ○

3

3

○



Ⅳ 資産管理

1．平成25年度第1次補正予算　２．定款の変更　３．常用職員就業規則、有期契約職員就業規則及び常用職員の再雇用の特例
に関する規則の改正　４．給与・退職金規程外3件の改正　５．特定相談事業の実施・同運営規程の制定

平成25年10月24日 11 有
1．平成25年度第1次補正予算　２．定款の変更　３．常用職員就業規則、有期契約職員就業規則及び常用職員の再雇用の特例に関する規
則の改正　４．給与・退職金規程外3件の改正　５．特定相談事業の実施・同運営規程の制定

平成25年10月31日 6 0

7 0

出席者数 監事出席の有無

10 有

書面出席者数

12

評議員
会

監事監
査

10 有

有

平成26年5月15日

平成26年5月15日

監査者

小柴　昭彦

淺井　敬一

理事会

平成26年3月17日

監査年月日

開催年月日

平成25年5月22日

平成25年12月24日

開催年月日

平成25年5月27日

0

有

0

平成25年12月24日

平成26年3月26日

出席者数

6

6

指摘事項 改善事項

決議事項

１．平成24年度第3次補正予算　２．平成24年度事業報告・決算・監査の認定　３．あすなろ福祉園運営規定外3件の改正
４．育児介護休業規則改正　５．評議員の補充選任　６．ＧＨポルカ運営規定の改正　７．車輌の購入

１．ＧＨポルカのスプリンクラー整備外1件の工事契約　２．前項にかかる予算補正

１．平成26年度事業計画・予算　２．あすなろ福祉園運営規程外1件の改正　３．職員給与・退職金規程の改正
４．臨時職員等給与取扱要綱の改正　５．文書取扱規程外2件の改正　６．人事案件

決議事項

１．平成24年度第3次補正予算　２．平成24年度事業報告・決算・監査の認定　３．あすなろ福祉園運営規定外3件の改正
４．育児介護休業規則改正　５．ＧＨポルカ運営規定の改正　６．車輌の購入

監事出席の有無

有

有

担保提供の状況

平成 年3月31日現在

１．ＧＨポルカのスプリンクラー整備外1件の工事契約　２．前項にかかる予算補正　３．理事の補充選任

１．平成26年度事業計画・予算　２．あすなろ福祉園運営規程外1件の改正　３．職員給与・退職金規程の改正
４．臨時職員等給与取扱要綱の改正　５．文書取扱規程外2件の改正

監査報告の有無

就労支援事業について収支均衡になるよう努めること

就労支援事業について収支均衡になるよう努めること

なし

なし

有

有

有

運
用
財
産

土
地

　新潟市西区青山７－１４３６－１４９
　新潟市東区東中島２－１８－６

公

益

事

業

用

財

産

土
地

土
地
建
物

不動産
の所有
状況

基
本
財
産

建
物

土
地

収
益

建
物

担保提供の状況

提供年月日 借入額（千円） 借入先 償還期限
所轄庁の
承認の有

無

評価額（千円）所在地 面積

771.12㎡ 72,331
６３．７６㎡ 17,742



Ⅴ その他

年度 平成

役員報酬規程 第三者評価結果 苦情処理結果

公表方法（予定） 公表時期（予定）

年4月1日現在

事業報告書

法人HP
○

年度

7～9月

年度 平成

6月まで

事業活動計算書
(事業活動収支計算書)

前年度の財務諸表
貸借対照表

公表方法（予定） 公表時期（予定）

公表予定あり

年度

公表していない

資金収支計算書

公表していない

平成

○

平成 年度 平成

評議員名簿 財産目録 事業計画書定款 役員名簿

その他

インターネット

広報誌

広報誌

新聞

第三者

公認会計士

情
報
公
開

指摘事項

新聞

外
部
監
査

インターネット

監査法人

税理士

地事
業
用
財

産

建
物

○

26平成

公表していない 公表していない 公表していない 公表していない
○

公表予定あり 6月まで

公表していない
○

○

○ ○ ○

公表していない

前々年度の財務諸表

貸借対照表

法人HP

公表していない 公表していない 公表していない公表していない
○

7～9月 法人HP 7～9月
公表予定あり 6月まで

事業活動計算書(事業活動収支計算書)

公表方法（予定） 公表時期（予定）
資金収支計算書

費用（千円） 費用（千円） 費用（千円） 費用（千円）

平成 年度
受審施設・事業所名

年度平成

費用（千円） 費用（千円）

平成 年度

費用（千円）

費用（千円）

準拠し
ている
会計基

準

第三者
評価

なし
費用（千円） 費用（千円）

○

就労会計基準 病院会計準則 企業会計基準 その他

費用（千円）

年3月31日現在26平成

社会福祉法人
新会計基準

社会福祉法人
旧会計基準

経理規程準則

指定介護老人
福祉施設等会
計処理等取扱

指導指針

訪問看護会
計・経理準則

介護老人保健
施設会計・経

理準則
授産会計基準



１．法人単位の資金収支の状況 ２．法人単位の事業活動の状況 ３．法人単位の資産等の状況

（１）サービス活動増減差額 （１）資産の部
①事業活動収入 ①サービス活動収益 ①流動資産

・介護報酬等の公費（※） ②サービス活動費用 ②固定資産
・利用者負担金（※） （２）負債の部
・その他収入 ①流動負債

②事業活動支出 ②固定負債
・人件費支出 （２）サービス活動外増減差額 （３）純資産の部
・事業費支出 ①サービス活動外収益 減価償却累計額
・利用者負担軽減額 ②サービス活動外費用
・その他支出 （３）特別増減差額

①特別収益
①施設整備等収入 ②特別費用

・施設整備補助金等の公費 当期活動増減差額
・その他収入 前期繰越活動増減差額

②施設整備等支出 当期末繰越活動増減差額
基本金取崩額

28,529
▲ 8,328

6,684

0

0
15,005

6,684

32,67634,467
318,173

0

（３）その他の活動資金収支差額

13,086
6,144

216,632
国庫補助金等特別積立金取崩額

（２）施設整備等資金収支差額

項目項目
（１）事業活動資金収支差額

金額（千円）

（※）端数処理の関係で合計が一致しないこともあり得る。

▲ 127

351,097
171,764
179,333
32,925
12,925
20,000

43,242
278,760
235,862

3,168
32,960

231,425
168,429

項目 金額（千円）

281,138
245,010

減価償却費

その他サービス活動費用

25平成 年度の法人の経営状況（総括表）

金額（千円）

49,713

8,522
8,649

0
6,684
6,684

42,771
147,683
190,454

0基本金取崩額
①その他の活動収入 その他の積立金取崩額
②その他の活動支出 その他の積立金積立額

当期末資金収支差額 次期繰越活動増減差額
前期末支払資金残高
当期末支払資金残高

４．積立金の状況

0
0 0

0

（※）端数処理の関係で合計が一致しないこともあり得る。

（３）その他の活動資金収支差額

（※）端数処理の関係で合計が一致しないこともあり得る。

0

158,839
（※）医療事業収入分を除く。（社会福祉法人新会計基
準の勘定科目上、算出できないため。）

積立計
画の有

無

施設整備の場合

整備対象施設名

なし

41,392
117,447

貸借対照表上の
積立金の勘定科

目
積立目的

本年度末時
点の積立金
額（千円）

積立目標額
（千円）

整備事由 整備時期

190,454

0



５．関連当事者との取引の内容

６．地域の福祉ニーズへの対応状況

７　その他 （ ）

事業概要

関係内容

役員等の兼務
等

種類 法人等の名称 住所
資産総
額（千
円）

事業の内容
又は職業

議決権の
所有割合

取引の内容
取引金
額（千
円）

科目
期末残
高（千
円）

なし

事業上の関
係

３　地域の単身高齢者等を対象とした各種相談事業の実施

４　災害時における各種支援活動の実施

５　貧困・生活困窮者等を対象とした住宅の斡旋、食事提供等の生活支援の実施

６　他法人との連携による人材育成事業

（注）「本年度支出額 に は 当該事業に対する費用とし 明確に算定出来る場合に限り記載し おり 明確に算定出来な 場合は「 を記載し

実施の有無 事業開始年度 本年度支出額（千円）

１　介護保険、障害福祉サービス等における低所得者の利用者負担減免

２　地域の単身高齢者等を対象とした見守り・配食サービス等の実施

（注）「本年度支出額」については、当該事業に対する費用として、明確に算定出来る場合に限り記載しており、明確に算定出来ない場合は「－」を記載し
ている。


